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水田輪作の体系化に向けた降水量による作業可能 日数率の利用

星 信幸
(宮城県古川農業試験場 )

U"of Rate or Available Workig Days for Ricc Bascd Crop Rotation

Nobuvuki Homi

(ヽ江yagi Prcfccual Ftllukawa Agriclllml ENド ■mcnt Statm)

1 はじめに

大区画圃場の地域輪作営農団地において,効率的かつ

安定的な輪作体系を確立するため気象的要因及び機械作

業の稼働実態から作業適期を検証することは重要であ

る。

作業の組立や機械の稼働解析に利用されている作業可

能日数率は,作業日誌等に記載されたオペし―夕や組織
の活動及び機械の点検整備状況などから算出されるが,

降雨など気象的要因に大きく影響される。また,農林水
産省は水田利用再編対策,水田農業確立対策に伴い技術
指針を示し,その中で『作業可否決定条件としての作業
可能降水量』を設定している。現地では,穀物乾燥調整
施設等の稼働率を算出する上でコンバインの稼働日数算

出のために利用 している。また,近年では金谷ら(1999
年)が現地との検証報告をしている。しかし,こ のよう
な活用事例は意外に少ない。そこで作業可能降水量に基

づいた作業可否決定条件を指標とした,作業可能日数率
の算定を試みその利用を探つた。

2 試験方法
(1)算 出方法

1)降水量による作業可能 日数率=作業可否決定条
件を満たした作業日数/当該期間日数

2)前提条件 :『作業可否決定条件としての作業可能

降水量』 (表 1 農林水産省,1987年 4月 )
なお,汎用化水田を条件としている。

表 1 作業可否条件としての作業可能降水量 (lllnl)

2)各 作業について旬別作業可能日数
(すべて10日 /旬に換算)を算出。

3)観測期間の平均値を
'作
業別作業可能日数率J

とする。

3 結果及び考察

(1)降水量条件の影響
表 1の指針では基幹の 3作業 (耕起整備,施肥播種 ,
収穫)は当日5mで同一な降水量となっていることから,
基幹作業における前日及び前々日の降水量条件差を算出

したところ,観測期間の短い方が格差が大きい傾向にあ
るが,平均で2%以下の格差にとどまった (表 2)。
また,基幹 3作業 (耕起・播種・収穫)の 「作業別作
業可能 日数率Jの平均値を, 1基幹作業可能 日数率」と
した場合,その降水量条件格差の前日と前々日の影響は,

当然ながら前日の影響が大きく,降水量による作業可能
日数率が低いほど大きくなった (図 1)。

(2)降水量による作業可能日数率の利用
これらのことから,年間の基幹作業可能日数率を策定
し,最近 10ヶ 年とそれ以前 10ヶ 年の比較から最近の降
水量による作業可能日数率の傾向を表す試みを行つた。

作成されたグラフは、各作物の作期や作業機稼働計画の

誘導を図るための指標として有効と考えられる (図 2)。

さらに,『作業可否決定条件としての作業可能降水量』

について,技術指針以外の作業条件として,大豆の茎水

分を考慮 したコンバイン収穫可能降水量を「当日O nlln

+前 日O InlnJと 設定し,作業可能 日数率による大豆コン
バイン収穫作業の地帯区分図を作成した (図 3),

従来の r作業可能 日数率」の算出を降水量のみに単

純化することは,弊害が大きいとされていた。農家経営
や機械の稼働状況などには,長期的なデータの積み重ね

が重要であり,降水量データのみにはできない。活用場

面を考えることが今後必要と考えられるが,少なくとも
農作業における気象変動解析などの場面では,汎用的で
より身近な検討指標とすることが可能であると考えられ

る。今後もこのような利用方法の拡大が期待されると思

われる。
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3)使用データ :ア メダス日降水量データ

(2)降水量による作業可能日数率算定手llt

l)日 降水量から当該日の各作業可否を決定。
(使用データ観測日すべて)

トラクタ+ライムツアー
ラクタ+プロードキャスタ
トラクタ+ロータリー
トラクタ+水田ローター
高速田植機
トラクタ+ロータリー+シーダー
トラクタ+動力噴霧機 or
トラクタ+動力散粉機
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表2 前日・前々日の降水量条件による作業可能日数率差 (単位 :%)
1981～ 1990年 (10年間) 1991～ 211110年 (10年間) 1979～ 20∞年(22年間)
前 日  前々日 total 前日  前々日 total 前日  前々日 total
15-20mm 25-30mm    15-20mm 25-30mm    15-20mm 25-30mm

MAX    2 47      1 71    4 12    341      1 35    4 41    2 35      1 39    3 48

MIN    0 05     000   0 12   018     000   0 32   0 21      005   0 29
AV     l 15      0 64    1フ 9    127      060    187    122      063    185
※ 前日の:5mmと 20mmの権差 :施肥機種作業と耕起整備作業の差

前々日の25mmと 30mmの格差 :収穫作業と施肥播ll作業の差

totJの格差 1収穫作業と耕起整備作業の差

※ アメダスデータ:古川
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図 1 基幹作業可能 日数率と降水量条件格差

作業可否条件 (降水量):当日Om+前 日Om
ァータ及び翔問 ,1973～ 2∞年 "月 (1ケ 月)平均

∞

８０

７。

６０

５０

基

幹

作

業

可

能

日
数

率

（
％

）

1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 11 12月

※基翠作業専鼈骨装撃
ll皇

購沓暴装☆象鍾F発諧慮ど
I震
甚贅寄墨奮毅率の旬平均値

※算出根拠 :『作業可否決定条件 としての作業可能降水量』 (農林水産省,1987年 )
※県内アメグス 17地点平均 :1981～ 1990年 ,1991～ 2000年の 日降水量
※誤差範囲 :標準誤差 (1991～ 2000年のみ )
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